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 地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター 
 理事長 増 田  政 久  様 
 

東金市長 鹿 間  陸 郎 
 

 地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターの第３期中期目

標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務実績

に関する評価結果について（通知） 
 
 地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターの第３期中期目標の期間の

終了時に見込まれる中期目標の期間における業務実績について、地方独立行政

法人法（平成１５年法律第１１８号）第２８条第１項の規定により評価を行っ

たので、同条第５項の規定により、評価結果について別紙のとおり通知します。 
 山武長生夷隅保健医療圏で唯一の救命救急センターを有する、救急医療・急

性期医療に軸足を置いた地域の中核病院として、引き続き三次救急医療に対応

していることや令和２年度からの新型コロナウイルス感染症への対応について

は高く評価するものである。しかし、令和２年度に明らかとなった不適切な業

務運営については、早急な是正・改善が必要であるため、第３期中期目標期間

の終了時までに適正な組織の体制整備を行い、内部統制を充実、強化すること

により、適正な業務運営を行うことを強く望むものである。 
 なお、依然として極めて厳しい経営状況にあることから、引き続き、債務超

過の解消、また第３期中期計画に基づいて、収益の確保と費用の合理化に向け

た取組など、目標の達成へ最大限の努力をされるよう強く望むものである。 
 

記  

 

別紙 地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター 

   第３期中期目標期間（平成３０年度－令和３年度）の業務実績に関する 

   見込評価結果について 
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１ 地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターの第３期中期目標期間に係る見込評価

の考え方 

 

評価の実施に際し、設立団体において策定した地方独立行政法人東金九十九里地域医療

センターの業務実績に関する評価実施要領に準じ、地方独立行政法人東金九十九里地域医

療センター（以下「法人」という。）について、地方独立行政法人東金九十九里地域医療セ

ンター評価委員会から以下のとおり意見を聴取した。 

＜抜粋＞地方独立行政法人東金九十九里地域医療センターの業務実績に関する評価実施要領

（意見聴取） 

第５ 評価の実施に当たっては、業務の特性に応じた実行性のある評価を行うため、法第

28 条第４項及び地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター評価委員会共同設置

規約(平成 22 年２月１日施行）第４条第１項第２号の規定に基づき、地方独立行政法人

東金九十九里地域医療センター評価委員会から意見を聴くものとする。 

【評価の基本方針】 

第３期中期目標期間に係る見込評価は、地方独立行政法人法（以下「法」という。）第

28条第１項の規定による「中期目標期間評価」とし、中期目標の達成状況の調査・分析を

し、中期目標期間終了時に見込まれる業務の実績の全体について総合的に評価を実施し

た。 

【中期目標期間評価の方法】 

中期目標期間終了時に見込まれる業務の実績の評価（期間見込評価）は、法第25条第２

項第２号から第５号までに係る事項について行う「項目別評価」と業務実績の全体につ

いて行う「全体評価」を併せて実施した。 

（１）項目別評価 

項目別評価は、項目ごとに数値その他による客観的な事実の確認に基づき、５・

４・３・２・１の５段階による評価を実施した。なお、予想しがたい外部要因により

業務が実施できなかった場合や、外部要因に対して法人が自主的な努力を行っていた

場合には、評価において考慮することとした。 

５ … 中期目標を大きく上回って実施している 

４ … 中期目標をやや上回って実施している 

３ … 中期目標を予定どおりに実施している 

２ … 中期目標を十分には実施できていない 

１ … 中期目標を大幅に下回っている 

（２）全体評価 

全体評価は、「（１）項目別評価」の結果を踏まえ、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階に

よる評価及び記述式による評価を実施した。 

Ｓ … 中期目標を大幅に達成し、又は中期目標よりも大幅に進捗していると認められる 

Ａ … 中期目標をやや超えて達成し、又は中期目標よりもやや進んでいると認められる 

Ｂ … 概ね中期目標を達成していると認められる 

Ｃ … 中期目標をやや下回り、又は中期目標よりもやや遅れていると認められる 

Ｄ … 中期目標をかなり下回り、若しくは中期目標よりも大幅に遅れ、又は業務運営

に関して重大な改善すべき事項等が認められる 
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２ 現状 

第３期中期目標期間（平成 30 年度－令和３年度）は、山武長生夷隅保健医療圏で唯一の

救命救急センターを有する、救急医療・急性期医療に軸足を置いた地域の中核病院として

引き続き三次救急医療に対応するとともに、国や県等の要請に対して積極的に新型コロナ

ウイルス感染症対応を行った。 

また、小児医療、消化器がん、脳卒中等の脳血管疾患や急性心筋梗塞等といった高度専

門医療の提供なども行うとともに、周産期医療については産婦人科医師が 24 時間 365 日体

制で院内に当直し、迅速に対応した。 

一方、収益については医師や看護師等の確保の取組を継続するとともに診療報酬改定や

健康保険法等の改正に的確かつ迅速に対処し、収益の確保に努めた。費用については、収

益増に向けた医療の提供体制の確保に係る人件費等により増加しており、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大が大きく影響しているなかで、依然として厳しい経営状況にある。 

 

３ 全体評価 

 評価結果と判断理由 

  全体評価結果：「Ｂ」…「概ね中期目標を達成していると認められる」 

 

項目別評価（大項目） 

第２「住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す  

るためとるべき措置」 

評価結果：「４」…「中期目標をやや上回って実施している」 

第３「業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」 

評価結果：「２」…「中期目標を十分には実施できていない」 

第４「財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置」 

評価結果：「２」…「中期目標を十分には実施できていない」 

第５「その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置」 

評価結果：「３」…「中期目標を予定どおりに実施している」 

 

業務実績と評価委員の意見等を踏まえ、中期目標の第２から第５までの大項目ごとに項

目別評価を行い、大項目の４項目中１項目が評価「４」、１項目が評価「３」、２項目が評価

「２」と判断した。 

評価「４」とした第１「住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る目標を達成するためとるべき措置」については、令和２年度から新型コロナウイルス感

染症の影響がありながらも、地域における質の高い医療を安定的に提供していることを評

価したものであり、このことを踏まえ、総合的に全体評価を行った結果、「Ｂ」（…「概ね中

期目標を達成していると認められる」）とした。 

なお、令和２年度に明らかとなった不適切な業務運営については、早急な是正・改善が

必要である。今後は、第３期中期目標期間の終了時までに適正な組織の体制整備を行い、

内部統制を充実、強化することにより、適正な業務運営を行うことを強く望むものである。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター 

第３期中期目標期間（平成３０年度－令和３年度）の業務実績に関する見込評価結果 
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項目番号 

中 期 目 標 中 期 計 画 

地方独立行政法人 設立団体の長の評価 

大 中 小   自己評価 
評

価 

評 価 評価の判断理由・評価
に対するコメントなど 

 
 

H30 
H31
(R1) R2 見込

1   中期目標の期間   

   平成３０年４月１日から令和４年３月３１日までの

４年間とする。 
平成３０年４月１日から令和４年３月３１日までの

４年間とする。 
   

2   住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項     ４  

 1  救急医療 救急医療 救急医療     ４  

   ヘリポートを併設する救命救急センターとして、２

４時間３６５日体制で重篤救急患者に対応し三次救急

医療を提供すること。 

他の病院群輪番制病院との適切な役割分担のもと二

次救急医療等への後方支援の充実を図るなど、地域医

療機関と連携し適切な対応を行うこと。 

また、救急患者や重篤紹介患者などの受入を円滑に

行えるよう消防や医師会等の関係機関との連携強化を

図ること。 

三次救急医療の役割を担い、ヘリポートを併設する

救命救急センター（ＩＣＵ１０床、ＨＣＵ１０床を設

置）として、脳卒中・急性心筋梗塞・多発外傷・熱

傷・急性中毒等の重篤救急患者に対して２４時間３６

５日体制で高度で専門的な医療を提供し広域的な患者

の受入に対応する。 

 地域医療機関との連携を強化するなかで二次救急医

療等については、他の病院群輪番制病院及び夜間急病

診療所（山武郡市広域行政組合）等の後方ベッドとし

ての役割を充実させる。 

 また、救急患者や重篤紹介患者などの受入を円滑に

行えるよう地域のメディカルコントロール協議会の活

用や地域医療連携室からの情報発信等を通じて消防や

医師会等の関係機関との連携強化を図る。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

救急車搬送受入患者数 ２，５００人/年 

ウォークイン受入患者数 ２，５００人/年 

救急車応需率 ７８．０％ 
 

２４時間３６５日体制で高度で専門的な医療を提供す

るとともに、広域的な患者の受入に対応する体制を維持

した。 

二次救急医療等については、他の病院群輪番制病院等

の後方ベッドとしての役割を担うとともに、一月あたり

夜間４コマ（内科系・外科系各２コマ）、休日日中２コ

マ（内科系・外科系各１コマ）病院群輪番制に参加し

た。 
救急患者等の円滑な受入のため、メディカルコントロ

ール体制を構築し、中心的な役割を果たした。 
 

 
 
 
 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

３，０９２人 ３，２１２人 ２，７５５人 

３，１０５人 ２，８３６人 １，８８０人 

７７．２％ ７８．５％ ７０．９％ 

  

４ ４ ５ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

地域救急医療の中心的

役割を果たすためには

救急車応需率を上げて

いく必要があると捉え

る。 

 2  地域の中核病院として担うべき医療 地域の中核病院として担うべき医療 地域の中核病院として担うべき医療  ４  

  (1) 小児医療・小児救急医療 

急性疾患を中心に入院治療に対応した小児医療を提

供すること。 
また、救命救急センターにおいて、小児科専門医と

救急専門医の協力体制のもと小児救急医療を提供する

こと。 

小児医療・小児救急医療 

外来治療に重点を置きつつ、急性疾患を中心に入院

治療にも対応した小児医療の提供を維持する。 

また、救命救急センターにおいて、小児科専門医と

救急専門医の協力体制のもと小児救急医療の提供を維

持する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

時間外受入小児患者数 １，２００件/年 
 

小児医療・小児救急医療 

外来治療に重点を置き重症化を防ぐとともに、入院治

療に対応した小児医療の提供体制を維持した。 

時間外の診療体制については、地域の夜間急病診療所

と連携して対応に当たった。 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

８５６人 ９５２人 ３２３人 

  

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

令和２年度について

は、新型コロナウイル

ス感染症拡大を考慮し

ても、目標を大きく下

回っていると捉える。

  (2) 周産期医療 

 安心して出産できるよう周産期医療を提供するこ

と。 

周産期医療 

周産期病床を設置し、正常分娩を中心に対応した周

産期医療を提供する。 

 また、ハイリスク分娩等については、千葉大学医学

部附属病院と連携した対応を行う。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

分娩件数 ４００件/年 
 

周産期医療 

夜間の帝王切開などの緊急手術にも対応し、２４時間

３６５日体制で妊婦を受け入れる周産期医療を提供し

た。 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

３３２人 ３７９人 ３５７人 

  

４ ４ ４ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

分娩件数については全

国的に減少しているの

で、分娩件数の減少が

病院の問題であるのか
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は判断しがたいと捉え

る。 

  (3) 災害医療 

地域災害拠点病院として、災害時には医療救護活動

の拠点としての機能を担うとともに、千葉大学医学部

附属病院のＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）との密接

な関連のもとＤＭＡＴの派遣など、医療救護活動を行

うこと。 
災害時にその機能を十分に発揮できるように、平時

においても、緊急時における連絡体制の確保、医療物

資等の備蓄、災害医療訓練を行うなど、災害医療に対

応可能な体制を整備すること。 
また、被災後に早期に診療機能を回復できるよう、

業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、適正な運用を図る

こと。 

災害医療 

地域災害拠点病院として、災害時には医療救護活動

の拠点としての機能を担うとともに、千葉大学医学部

附属病院のＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）との密接

な関連のもとＤＭＡＴの派遣など、医療救護活動を行

う。 

災害時にその機能を十分に発揮できるように、平時

においても、緊急時における連絡体制の確保、医療物

資等の備蓄、災害医療訓練を行うなど、災害医療に対

応可能な体制を整備する。 

また、被災後に早期に診療機能を回復できるよう、

業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、適正な運用を図

る。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

災害訓練 ２回/年 

各種災害関連研修への参加 ２０人 
 

災害医療 

地域災害拠点病院として施設基準を維持するととも

に、災害発生時に備え、関係機関と協定を締結し優先的

な補給体制を確保した。また、ＤＭＡＴの研修・訓練に

継続的に参加し育成に努めた。なお、令和元年房総半島

台風等において、多数のＤＭＡＴ隊の活動拠点として災

害対応に当たるとともに、多数の救急搬送患者の受入に

対応した。 

業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、業務継続管理（Ｂ

ＣＭ）を実施しているところである。 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

７回 ３回 １回 

３９人 １７人 ３５人 

  

４ ４ ４ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

 

  (4) 感染症医療 

地域の医療需要に鑑みつつ、結核及びＨＩＶ（ヒト

免疫不全ウイルス）感染症に関する院内体制の整備に

努めること。 
また、新型インフルエンザ等の新たな感染症の発生

など住民の生命、健康の安全を脅かす健康危機事象が

発生したときは、関係機関と密接に連携しながら迅速

かつ適切な対応を行うこと。 

感染症医療 

地域の医療需要を鑑みつつ、結核及び麻疹に関する

院内体制を維持するとともに、ＨＩＶ（ヒト免疫不全

ウイルス）感染症に関しては千葉大学医学部附属病院

との連携を継続しながら、院内体制の整備について検

討する。 

また、新型インフルエンザ等の新たな感染症の発生

など住民の生命、健康の安全を脅かす健康危機事象が

発生したときは、地域医療機関、医師会、自治体等と

密接に連携しながら迅速かつ適切な対応を行う。 

 

感染症医療 

新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等の

新たな感染症対策として、保健所、地域医療機関、医師

会、自治体等との連絡体制を強化した。また、専用病棟

の設置や動線の確保を徹底するとともに院内体制を整備

し、国や県等の要請に対して積極的に新型コロナウイル

ス感染症患者を受け入れた。 

５ ３ ５ ５ ５ 当該小項目に関して

は、中期目標を大きく

上回って実施している

ことが認められるた

め、「５」と評価し

た。 

新型コロナウイルス感

染症対応について、地

域の中核病院としての

役割を果たしていると

捉える。 

  (5) 急性期医療の効率化に必要な病棟運営 

急性期医療の効率的な運営のための地域包括ケア病

棟においては、患者やその家族が安心・納得して退院

する環境を整備すること。 
地域医療連携室の相談体制を強化し、地域医療機関

や保健福祉機関等と密接に連携することにより、早期

に住み慣れた地域で療養や生活を継続できるように、

退院支援等の積極的な取組を行うこと。 
また、介護福祉施設等との相互連携を図るなど、病

院の機能に応じたネットワークの構築について検討す

ること。 

急性期医療の効率化に必要な病棟運営 

急性期医療の効率的な運営のための地域包括ケア病

棟においては、患者やその家族が安心・納得して退院

する環境を整備する。 

地域医療連携室の相談体制を強化し、地域医療機関

等との連携を密接にするため、当該機関の職員と直接

に対面するなどして業務上の意思疎通を積極的に行

い、早期に住み慣れた地域で療養や生活を継続できる

ように、退院支援等の積極的な取組を行う。 

また、介護福祉施設等との相互連携を図るなど、病

院の機能に応じたネットワークの構築について検討す

る。 
 関連する数値目標  

事  項 計画値 

紹介率 ５０．０％ 

逆紹介率 ７０．０％ 
 

急性期医療の効率化に必要な病棟運営 

地域の医療機関等との連携を密にし、紹介患者の受入

や積極的な退院支援の取組を行い、紹介率・逆紹介率の

向上に努め、第３期中期目標期間の実績では、全て計画

値を達成した。また、令和２年度については、地域医療

連携室により地域の医療機関（歯科を含む）に向けて地

域医療連携アンケートを実施し、意見・要望等の把握に

努めた。 

 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

５９．５６％ ６３．７１％ ６８．２４％ 

８２．３４％ ８９．４７％ ８６．１０％ 

  

４ ４ ４ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

 

 3  高度専門医療 高度専門医療 高度専門医療     ４  

  (1) ４疾病（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病）への ４疾病（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病）への ４疾病（がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病）への対 ５ ３ ４ ５ ４ 当該小項目に関して
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対応 

① がん 
地域におけるがん診療の拠点的機能を有する病院と

して、消化器がん（食道・胃・大腸・直腸・肝・胆

道・膵等）に対応した専門医療を提供すること。 
また、がん診療に対する医療従事者の充実や育成に

努めること。 
 
 
 
 
② 脳卒中 

脳卒中等の脳血管疾患に対応した専門医療を２４時

間３６５日体制で提供すること。 
また、地域における脳血管疾患診療を牽引し、高度

で専門性の高い医療を提供すること。 
 
 
③ 急性心筋梗塞 

急性心筋梗塞に対応した専門医療を２４時間３６５

日体制で提供すること。 
 
④ 糖尿病 

糖尿病については、急性増悪時治療を中心に提供す

ること。 
また、生活習慣と社会環境の変化に伴い、今後も社

会の高齢化にしたがって糖尿病患者が増大するものと

考えられていることから、地域医療機関との役割分担

のもと専門医療を提供するとともに、予防に向けた取

組を行い、地域住民の健康維持や健康寿命の延伸など

に寄与すること。 

対応 

① がん 

消化器がん（食道・胃・大腸・直腸・肝・胆道・膵

等）に対応し、病態に応じて、内視鏡治療、外科手

術、化学療法及び緩和ケア医療を提供するとともに、

放射線治療を必要とする場合は必要に応じて千葉大学

医学部附属病院等と連携して治療を行う。 

がん検診の精密検査については、上記に加え、肺が

ん、子宮がん及び乳がんについても対応する。 

また、がん診療に対する医療従事者の充実や育成に

努める。 

② 脳卒中 

脳卒中等の脳血管疾患については、２４時間３６５

日体制で迅速な診断、治療をはじめ、特に増加傾向に

ある脳梗塞患者に対するｔ－ＰＡ（血栓溶解薬）の急

性期静脈内投与や血行再建術等の治療を行う。 

また、急性期医療に重点を置くため、地域医療機関

と連携し回復期の患者の受入先を確保する。 
③ 急性心筋梗塞 

急性心筋梗塞については、２４時間３６５日体制で

冠動脈カテーテル療法をはじめとする各種治療法によ

る急性期医療を中心に提供する。 

④ 糖尿病 

糖尿病については、糖尿病性腎症等の合併症を有す

る患者等で症状の悪化に伴い救急搬送された患者に対

応した急性増悪時治療を提供するとともに、糖尿病性

腎症患者に対する透析導入について対応する。 

食事療法、運動療法、薬物療法等を組み合わせた教

育入院プログラムを作成し、チーム医療による糖尿病

コントロール、合併症予防に対応した専門医療を提供

する。 

また、急性期医療に重点を置くため、維持透析療法

が必要な患者については地域医療機関と連携し受入先

を確保する。 

なお、予防に向けた取組として、糖尿病教室を毎月

開催し、地域住民の健康維持や健康寿命の延伸などに

貢献する。 

 

応 

① がん 

 消化器がん（食道・胃・大腸・直腸・肝・胆道・膵

等）に対応し、外科手術や内視鏡治療等、症状に応じた

高度な専門的治療を行った。 

がん検診の精密検査については、上記に加え、肺が

ん、子宮がん、乳がんについても対応している。 

 

 

 

 

② 脳卒中 

 専門医による当直を実施し、緊急に処置が必要な患者

に対して、緊急手術等を行える体制を構築、維持した。

また、令和元年７月に脳卒中ケアユニット（ＳＣＵ）６

床を設置、令和２年度に１２床まで増床し、治療・看

護・早期リハビリ等の分野におけるチーム医療を提供す

ることにより、治療期間の短縮に寄与した。 

③ 急性心筋梗塞 

２４時間３６５日体制で冠動脈カテーテル療法をはじ

めとする各種治療法による急性期医療を提供する体制を

維持した。 

④ 糖尿病 

救急搬送された患者に対応した急性増悪時治療を提供

するとともに、糖尿病性腎症患者に対する透析を行っ

た。 

 糖尿病チームによる多職種連携により、職員教育等を

推進するとともに、地域の住民等を対象に糖尿病教室を

開催した。 

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

ＳＣＵを６床から12床

（稼働９床）に増床

し、治療期間の短縮を

するなど成果が確認で

きる。 

  (2) 高度で専門性の高い医療 

① 高度な総合医療 
入院や手術を中心とした急性期医療を安定的に提供

するとともに、多くの診療科を有する病院として、外

来については紹介や専門外来に軸足を置き、地域の中

核病院として高度な総合医療を提供すること。 
 
② チーム医療の推進 
医療の高度化、複雑化に対応し病院の総合力によっ

て患者中心で質の高い医療を提供できるように、各診

療科と各職種が協働したチーム医療の推進を図るこ

と。 
 

高度で専門性の高い医療 

① 高度な総合医療 

入院や手術を中心とした急性期医療を安定的に提供

するとともに、各診療科の体制を整備し、外来診療に

ついては地域医療機関との役割分担のもと紹介外来や

専門外来を中心に行うことで、地域の中核病院として

高度な総合医療を提供する。 

② チーム医療の推進 

それぞれの専門性をもつ医療従事者が、目的と情報

を共有し、互いに連携しながら患者本位の医療を提供

することを目指し、救急部門と各診療科の連携による

救急医療の提供をはじめ、ＮＳＴ（栄養サポートチー

ム）、緩和ケア、早期リハビリ等の分野におけるチー

高度で専門性の高い医療 

① 高度な総合医療 

 脳卒中ケアユニット（ＳＣＵ）及び耳鼻咽喉科、病理

診断科の新規開設等、地域の中核病院として急性期医療

の安定提供及び高度な総合医療を提供した。 

 

 

② チーム医療の推進 

多種多様な医療従事者が、適切な業務分担のうえ互い

に連携、補完しあい、患者一人ひとりの状況に的確に対

応した患者中心で質の高いチーム医療体制を整備した。 

 

 

５ ３ ４ ５ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

チーム医療体制整備で

は、具体的にどのよう

なチームを整備して、

どのような成果を上げ

たのかを記載すること

を期待する。また、第

３期中期目標の期間中

に新たに法律等に基づ
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③ 高度専門医療の充実 
医療需要の質的、量的な変化や新たな医療課題に適

切かつ柔軟に対応し、必要に応じて病院機能の見直し

を行うなど高度専門医療の充実に努めること。 

ム医療体制を整備する。 

③ 高度専門医療の充実 

医療需要の質的、量的な変化や新たな医療課題に適

切かつ柔軟に対応するため、必要に応じて診療科の再

編や病院機能の充実又は見直しを行い、より高度な専

門医療を提供する。 

また、法律等に基づく指定医療機関の指定や各種学

会による認定施設の認定を維持する。 

 

③ 高度専門医療の充実 

地域包括ケア病棟を一般病棟へ変更するなど、病院

機能の充実又は見直しを図り、医療需要の質的、量的

な変化や新たな医療課題に適切かつ柔軟に対応した。 

法律等に基づく指定医療機関の指定や各種学会によ

る認定施設の認定を維持するとともに、積極的に新規

の指定及び認定を推進した。 

く指定医療機関の指定

や各種学会による認定

施設の認定を受けたも

のを具体的に記載する

ことも期待する。 

 4  安全・安心で信頼される医療 安全・安心で信頼される医療 安全・安心で信頼される医療     ３  

  (1) 医療安全対策の徹底 

① 医療安全対策の徹底 
患者、住民に信頼される良質な医療を提供するた

め、医療安全対策を徹底すること。 
また、ヒヤリ・ハット事例の報告及びその防止対策

を医療安全管理委員会を通じて周知し、定期的に研修

を行うなど、医療安全に対する意識の向上を図るこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 院内感染防止対策の徹底 

院内感染防止に関する教育、訓練及び啓発を徹底す

るとともに、問題点を把握し改善策を講ずるなど院内

感染防止対策を徹底すること。 

医療安全対策の徹底 

① 医療安全対策の徹底 

医療安全管理委員会を活用し、より実効性のある医

療安全対策を実施する。特に、インシデント・アクシ

デント（医療事故）等の医療安全上の問題点について

は情報の収集、分析及び結果の検証を行うとともに、

それらを公表する。 

また、医療安全管理マニュアル等の各種マニュアル

を適宜見直すとともに、職員を対象とした医療安全研

修を実施し、医療安全に対する共通理解と知識の向上

を図る。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

医療安全職員研修回数 ２回/年 

 

② 院内感染防止対策の徹底 

感染管理委員会を活用し、問題点の把握、それらに

対する改善策を講ずるなど、より実効性のある医療安

全対策を実施する。特に、院内感染防止に関する教

育、訓練及び啓発を行い、医師をはじめとした医療ス

タッフの知識の向上を図る。 

また、院内感染防止に関するマニュアルを適宜見直す

とともに、院内感染が発生した場合はマニュアルに基づ

き適切に対処する。 

 

医療安全対策の徹底 

① 医療安全対策の徹底 

医療安全管理委員会を活用し、インシデント・アクシ

デントレポート等を収集、分析及び結果の検証を行い、

再発防止対策を院内に周知するとともに、３ｂ以上につ

いてはホームページにおいて件数等を公開した。 

医療安全管理を推進し安全な医療を提供するため、全

職員を対象として医療安全研修を継続して実施した。 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

２回 ２回 １回 

 

② 院内感染防止対策の徹底 

感染制御チーム（ＩＣＴ）及び抗菌薬適正使用支援チ

ーム（ＡＳＴ）により、感染防止対策の実践及び発生時

の迅速な対応、耐性菌の蔓延抑制等を行い、可及的速や

かに特定、制圧、終息できる体制を構築、維持した。 

感染症対策として、全職員を対象とした感染管理研修

及び感染管理認定看護師の配置、感染防止対策相互評価

を継続的に実施した。 

 

３ ３ ４ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

  (2) 患者の視点に立った医療の実践 

患者の視点に立った医療の実践を図り、インフォー

ムド・コンセント（患者やその家族が、自ら受ける治

療の内容を納得し、自分にあった治療法を選択できる

よう十分な説明を受けた上で同意することをいう。）

を徹底すること。 
患者やその家族からの意見、要望等について最大限

の配慮をもって対応するとともに、その内容の検証を

行い、提供する医療サービスの向上を図ること。 
 

患者の視点に立った医療の実践 

医療の中心は患者であるという認識のもと患者やそ

の家族が自ら受ける治療の内容に納得し、治療及び検

査の選択についてその意思を尊重するため、インフォ

ームド･コンセントを徹底する。 

また、患者やその家族からの意見、要望等について

は、患者サービス向上委員会でその内容等を検証し、

提供する医療サービスを向上させる。 

患者の視点に立った医療の実践 

 インフォームド・コンセントの徹底に継続して取組

み、患者第一の医療提供に努めた。 

 患者サービス向上委員会を中心に、年間を通じた意見

箱の設置及び患者満足度調査を毎年１回実施し、対応等

を検討するとともに、改善を図り、医療サービスの向上

に努めた。 

３ ４ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

患者満足度調査の課題

を明確にして、数値目

標を設定することを期

待する。また、患者か

らの各意見とその対応

状況を公表することも

期待する。 

  (3) 医療の標準化と診療情報の分析 

客観的な根拠に基づく最適な医療を選択し質の高い

医療を提供するため、ＥＢＭ（科学的な根拠に基づく

医療）を推進し、クリニカルパス（入院患者に対する

医療の標準化と診療情報の分析 

客観的な根拠に基づく最適な医療を選択し質の高い

医療を提供するため、ＥＢＭ（科学的な根拠に基づく

医療）を推進し、学会の診療ガイドライン等に基づい

医療の標準化と診療情報の分析 

クリニカルパスを積極的に活用し、診療計画・実施プ

ロセスを標準化することにより、チーム医療の実現、医

療の質及び安全性の向上に継続して取組み、第３期中期

４ ３ ４ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、
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治療の計画を示した日程表）の活用を図ること。 
また、ＤＰＣ（診断群分類別包括評価）の対象病院

として、医療の標準化と質の向上を図るとともに、診

療データの分析・活用を図ること 

たクリニカルパスを積極的に活用する。 

また、ＤＰＣ（診断群分類別包括評価）の対象病院

として、医療の標準化と質の向上を図るとともに、診

療データの分析・活用を行う。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

１０症例以上に適用した

クリニカルパス数 
２５件/年 

 

目標期間の実績では、全て計画値を達成した。 

ＤＰＣの対象病院として、診療データの分析・活用に

努めた。 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

３５回 ２９回 ３４回 

  

「４」と評価した。 

 

  (4) 法令・行動規範の遵守（コンプライアンス） 

公的使命を適切に果たすため、医療法（昭和２３年

法律第２０５号）をはじめとする関係法令を遵守し、

行動規範と倫理を確立した適正な病院運営を行うこ

と。 
また、情報セキュリティ対策を徹底し、適切な情報

管理を行うこと。 

法令・行動規範の遵守（コンプライアンス） 

公的使命を適切に果たすため、医療法（昭和２３年

法律第２０５号）をはじめ、個人情報保護や情報公開

を含めた関係法令を遵守するとともに、住民からの信

頼を確保するために各種規程を整備し、適切に運用す

る。 

また、情報セキュリティ対策を徹底し、適切な情報

管理を行う。 

法令・行動規範の遵守（コンプライアンス） 

医療法（昭和２３年法律第２０５号）をはじめとした

関係法令の遵守、各種マニュアルの整備及び適切な運用

体制の構築に努めた。 

情報公開請求に対しては、東金市情報公開条例及び東

金市個人情報保護条例に基づき適切に対応した。 

個人情報保護については、院内イントラネット等によ

り全職員に向けて、個人情報の適切な取り扱いの周知・

徹底に努めた。 

 

３ ３ ３ ２ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

令和３年度中に業務運

営が改善されることを

期待する。 

 5  患者・住民サービスの向上 患者・住民サービスの向上 患者・住民サービスの向上     ３  

  (1) 利用しやすい病院づくり 

患者や来院者が快適に過ごせるように院内環境の整

備を図るとともに、高齢者や障害者も安心して医療を

受けられる体制を整備すること。 
また、患者や来院者等を対象とした満足度調査を行

い、その結果をもとに患者サービスの向上を図るとと

もに、総合受付や地域医療連携室等において相談体制

の一層の充実を図ること。 

利用しやすい病院づくり 

患者や来院者が快適に過ごせるように患者のプライ

バシーに配慮した院内環境の整備とアメニティ整備を

行うとともに、出入口に車いすを配置するなど高齢者

や障害者が安心して医療を受けられる体制を整備す

る。 

また、患者や来院者等を対象とした満足度調査の実

施により、意見・要望を収集し、その結果を患者サー

ビス向上委員会で検証するなどして患者サービスを向

上させるとともに、総合受付や地域医療連携室等にお

いて相談体制を一層充実する。 

利用しやすい病院づくり 

院内環境及びアメニティ整備を行い、出入口への車

いすの配置、障がい者用駐車スペースの増設、無料送

迎車両の運行等、高齢者や障がい者が安心して医療を

受けられる体制の整備を継続して実施した。 

患者サービス向上委員会を中心に、年間を通じた意

見箱の設置及び患者満足度調査を毎年１回実施し、対

応等を検討するとともに、改善を図り、患者サービス

の向上に努めた。 

地域医療連携室における相談体制の充実を図るた

め、１階への移設について検討を進めている。 

 

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

年 1 回の患者満足度調

査が妥当であるかの検

討が必要と捉える。ま

た、意見箱への投書の

内容について、良い意

見と悪い意見があるな

かで内容の分析をする

ことを期待する。 

  (2) 患者の待ち時間への配慮 

患者や来院者の外来診療、会計等の際に長時間の待

ち時間が発生しないよう必要な取組を行うこと。 

患者の待ち時間への配慮 

外来診療、会計等の待ち時間に配慮し、医師、看護

師等の医療従事者と事務職員との連携強化・役割分担

の明確化などにより窓口業務を効率化する。 

患者の待ち時間への配慮 

患者の待ち時間への対応の一助として、各外来ブロ

ックの待合いへテレビを設置し運用を開始した。 

待ち時間調査については、患者満足度調査において

実施している。今後も継続して分析及び改善策の検討

に努めていく。 

 

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

  (3) 患者・来院者の利便性への配慮 

患者や来院者の利便性に配慮した取組を行うこと。 

患者・来院者の利便性への配慮 

患者や来院者の利便性に配慮し、送迎バスの導入や

院内掲示・案内等をよりわかりやすく改善する。 

患者・来院者の利便性への配慮 

 来院者の利便性向上のため、無料送迎車両の運行を開

始し、継続して運用している（緊急事態宣言時運休期間

有）。 

 

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

  (4) 住民への保健医療情報の提供 

医療に関する専門分野の知識や蓄積された情報を活

用し、保健医療情報の提供を行うこと。 
特に、地域住民の健康意識の醸成を図るため、公開

講座の開催等を通じて、積極的に保健医療情報の発信

や普及啓発を行うこと。 

住民への保健医療情報の提供 

地域医療支援病院として、医療に関する専門分野の

知識や蓄積された情報を活用し、住民対象の公開講座

の定期開催やホームページの活用等により保健医療情

報を発信し、住民の医療や健康に対する意識の啓発を

行う。 

住民への保健医療情報の提供 

多職種による専門分野の知識や蓄積された情報を活用

して、地域住民や患者対象の公開講座及び糖尿病教室を

開催した。新型コロナウイルス発生後は、感染症対策と

して開催回数、参加人数に制限を設けるとともに、十分

な感染症対策を実施したうえで開催した。 

３ ４ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 
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 関連する数値目標  

事  項 計画値 

公開講座開催回数 １０回/年 

糖尿病教室開催回数 １２回/年 
 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

１０回 ７回 ２回 

１２回 １１回 ３回 
  

  (5) 広報活動の充実 

メディカルセンターにおける診療科の開設や病棟の

開棟に伴う診療情報等を広報紙やホームページにおい

てリアルタイムに情報提供を行うこと。 
また、設立団体の広報等も積極的に活用すること。 

広報活動の充実 

ホームページの活用や広報紙の発行により、外来案

内、入院案内、診療科の開設状況、病棟の開棟などの

診療情報等をリアルタイムに提供する。 

また、設立団体の広報等を積極的に活用し、幅広い

広報活動を展開する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

広報紙発行回数 ４回/年 
 

広報活動の充実 

広報紙（東千葉メディカルセンターNEWS）を発行す

るとともに、ホームページのリニューアル及びコンテ

ンツ管理システム（ＣＭＳ）を導入し、情報発信の強

化に努めた。 

設立団体の広報紙へセンター長コラムを掲載した。 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

２回 ２回 ３回 

  

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

  (6) 職員の接遇向上 

病院職員の接遇は、患者や来院者に対する印象を大

きく左右するものであることから、職員及び外部委託

による派遣職員の接遇研修を定期的に行うものとし、

職員一人ひとりが接遇の重要性を認識し、思いやりと

気配りあふれる対応を心掛けること。 

職員の接遇向上 

患者や来院者への接遇がメディカルセンターに対す

る印象を大きく左右することを職員一人ひとりが認識

し、思いやりと気配りがあふれ、心落ち着く対応の実

現に向けて、職員及び外部委託による派遣職員に対す

る接遇研修を定期的に行う。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

全職員向け接遇研修開催回数 ２回/年 

職種別接遇研修開催回数 ４回/年 
 

職員の接遇向上 

新入職者向けのオリエンテーションを実施したが、新

型コロナウイルスの影響もあり、定期的な全職員向け及

び職種別の接遇研修の開催には至らなかった。 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

実施なし ３回 実施なし 

実施なし ２回 実施なし 

  

３ １ ３ ２ ２ 当該小項目に関して

は、中期目標を十分に

は実施できていないこ

とが認められるため、

「２」と評価した。 

接遇研修の実施が困難

な状況は理解できる

が、実施が可能な方法

を検討することを期待

する。 

 6  地域医療への貢献 地域医療への貢献 地域医療への貢献     ４  

  (1) 地域医療機関等との連携推進 

① 地域包括ケアシステムを構成する組織としての取

組 
自治体による地域包括ケアシステムの構築を視野

に、急性期医療を核とした地域の中核病院としての役

割を果たすため、地域医療機関や医師会、そして介護

福祉施設等との相互連携を図り、地域の医療資源を有

効に活用することで、患者が急性期から回復まで切れ

目のない医療を受けられるよう院内体制を整備するこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

② 地域医療支援病院としての取組 

地域医療機関等との連携推進 

① 地域包括ケアシステムを構成する組織としての取

組 

自治体による地域包括ケアシステムの構築を視野

に、急性期医療を核とした地域の中核病院としての役

割を果たすため、紹介された患者の受入と患者に適し

た地域医療機関等への逆紹介を推進するとともに、地

域医療連携室の活動の活性化や千葉県が推進する循環

型地域医療連携システム（地域医療連携パス）の活用

を図ることで、患者が急性期から回復まで切れ目のな

い医療を受けられる院内体制を整備する。 

また、オープンカンファレンス（地域医療機関等が

参加する研修及び研究会）を開催し、各診療科の医師

と地域医療機関等の医師が顔の見える連携を図るとと

もに、職員が地域医療機関等を積極的に訪問等し、地

域医療機関等との信頼関係を構築する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

地域医療連携室の訪問施

設数 
１００件/年 

 

② 地域医療支援病院としての取組 

地域医療機関等との連携推進 

① 自治体が取り組む地域包括ケアシステムを構成す

る組織としての取組 

 地域医療連携室を中心に、地域の医療機関等の訪問

を積極的に実施し、信頼関係の構築を図るとともに、

紹介・逆紹介を推進した。 

 令和２年度においては、新型コロナウイルスの影響

により、施設訪問数が大きく計画値を下回ったが、地

域の医療機関に向けて地域医療連携アンケートを実施

し、意見・要望等の把握に努め、地域の医療機関等と

の連携を密にし、紹介患者の受入や積極的な退院支援

の取組みを行った。 

 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

４５回 １０５回 ７回 

 

② 地域医療支援病院としての取組 

３ ４ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 
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地域医療支援病院として、地域医療連携室を中心

に、かかりつけ医をはじめとした地域医療機関との連

携強化を図り、紹介患者の受入や患者に適した医療機

関への逆紹介を行い、地域完結型医療を推進するこ

と。 
高度医療機器の共同利用についても、その促進を図

ること。 
また、地域の医療従事者に対する研修会の充実を図

るほか、在宅医療への橋渡しを行うなど、地域医療支

援病院としての役割を果たすこと。 
 
 
 
 

③ 医療圏の中核病院としての機能の定着化 
病床機能報告制度等による機能分化の進展を視野

に、千葉県が策定する地域医療構想との整合を図りな

がら、地域医療機関との役割分担を明確化し医療圏の

中核病院としての機能を定着させること。 

地域医療支援病院として、地域医療連携室を中心

に、かかりつけ医をはじめとした地域医療機関との連

携強化を図り、紹介患者の受入や患者に適した医療機

関への逆紹介を行い、地域完結型医療を推進する。 

高度医療機器の共同利用を促進する。 

また、地域の医療従事者に対する研修会の充実を図

るほか、在宅医療への橋渡しを行うなど、地域医療支

援病院としての役割を果たす。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

紹介率（再掲） ５０．０％

逆紹介率（再掲） ７０．０％

 

③ 医療圏の中核病院としての機能の定着化 

病床機能報告制度等による機能分化の進展を視野

に、千葉県が策定する地域医療構想との整合を図りな

がら、地域医療機関との役割分担を明確化し医療圏の

中核病院としての機能を定着化させる。 

 

 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

病診連携の取組（会議等） ４回/年 
 

 平成３０年５月に地域医療支援病院の承認を受け、地

域における医療の確保及び質の向上、かかりつけ医の支

援などを継続的に推進している。地域医療支援病院の承

認要件でもある紹介率・逆紹介率については、第３期中

期目標期間の実績では、全て計画値を達成した。 

 ＭＲＩ（３．０Ｔ）やＣＴ等のメディカルセンターが

保有する高度医療機器の共同利用を推進した。 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

５９．５６％ ６３．７１％ ６８．２４％ 

８２．３４％ ８９．４７％ ８６．１０％ 

 

③ 医療圏の中核病院としての機能の定着化 

今後の地域医療構想を視野に、地域医療機関との役割

分担の明確化及び連携の強化を推進し、医療圏における

地域完結型医療の中心的役割を担う中核病院としての機

能の定着化を図った。 

 病診連携の取組として、病診連携懇談会や地域医療支

援病院運営委員会を開催した。 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

２回 ２回 ４回 

  

  (2) 保健福祉行政等との協力 

保健福祉、救急搬送を担う自治体担当部局や医師会

との協力連携を図り、地域医療機関との役割分担を明

確にした上で、乳幼児健診やがん検診等に係る精密検

査を実施すること。 
特に、設立団体が行う保健福祉関連施策には、担当

部局との連携を図りつつ積極的に協力すること。 

保健福祉行政等との協力 

保健福祉、救急搬送を担う自治体担当部局や医師会

との連携を図り、地域医療機関との役割分担を明確に

した上で、乳幼児健診やがん検診等に係る精密検査を

実施する。 

特に、設立団体が行う保健福祉関連施策には、担当

部局との連携を図りつつ積極的に協力する。 

また、消防と連携し救急救命士や救急隊員の教育を

行う。 

医師会については、その活動に積極的に参加し情報

交換を適宜行うなど必要な協力連携を図る。 

 

保健福祉行政等との協力 

自治体担当部局や医師会との連携を図り、地域医療

機関との役割分担を明確にした上で、乳幼児健診やが

ん検診等に係る精密検査を実施した。なお、設立団体

及び周辺自治体が実施する産後ケア事業の受入に対応

している。 

救急救命士の教育・研修を継続して実施し、多数の

病院実習の受入を行った。 

４ ３ ３ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

 

  (3) 疾病予防の取組 

予防医療の一環として、インフルエンザワクチン等

の予防接種を実施すること。 
また、疾病予防や生活習慣病の早期発見を推進する

ため、保健福祉を担う自治体担当部局や医師会と連携

を図り、予防医療の充実に協力すること。 

疾病予防の取組 

予防医療の一環として、予防接種については、イン

フルエンザワクチン等各種ワクチンの個別接種を行

う。 

また、疾病予防や生活習慣病に対する早期発見を推

進するため、保健福祉を担う自治体担当部局や医師会

と連携を図り、予防医療の充実に協力する。 

 

疾病予防の取組 

千葉県内定期予防接種相互乗り入れ事業に継続的に参

加し、予防接種対象者の利便性の向上を図るとともに、

予防接種率の向上に努めた。 

また、新型コロナウイルスワクチンの集団予防接種に

積極的に参加した。 

４ ３ ３ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、

「４」と評価した。 

 

 7  メディカルセンターの段階的な診療科の開設と病棟の

開棟 

メディカルセンターの段階的な診療科の開設と病棟の

開棟 

メディカルセンターの段階的な診療科の開設と病棟の開

棟 

    ４  

   急速に進む人口減少や高齢化等により、地域の医療

需要も大きく変化することが予想されることから、メ

ディカルセンターの段階的な診療科の開設と病棟の開

棟については、地域の医療需要の動向を的確に見据

メディカルセンターの診療科の開設と病棟の開棟

は、医師、看護師等の医療従事者の確保、医療需要の

動向への対応、組織力の段階的な強化、病院経営の効

率性・安定性等を考慮し、以下のとおり計画的に行う

病棟については、脳卒中ケアユニット（ＳＣＵ）を

新設するなど、平成３０・３１年度と計画を上回る病

床数を開設したが、令和２年度については、新型コロ

ナウイルス感染症に伴う患者数の減少等を考慮すると

４ ４ ４ ４ ４ 当該小項目に関して

は、中期目標をやや上

回って実施しているこ

とが認められるため、
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え、医療従事者の確保と病院経営の効率性・安定性の

両面を考慮して、計画的かつ柔軟に行うこと。 

予定である。 

ただし、当初開設を予定していた３診療科（泌尿器

科、眼科、耳鼻咽喉科）については、病院機能におけ

る必要性や地域の医療需要、医療従事者の確保の状況

及び収益性等を十分に考慮しながら、慎重に検討して

いく。 

また、小児科病棟（２７床）については、地域の医

療需要などを慎重に見極めながら、他の診療科病棟へ

の転換など、その有効活用について検討していく。 

 H30 H31(R1) R2 R3 

診療科 

 

 

 

(診療 

科数) 

総合診療科、消化器内科、神経内科、呼吸器内科、循

環器内科、代謝・内分泌内科、小児科、外科、心臓血

管外科、整形外科、脳神経外科、形成外科、皮膚科、

産婦人科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔

科、精神科、歯科口腔外科、救急科・集中治療部 

（２０科） 

開設 

病棟 

２５５床 

(２５３床) 

２６３床

(２６１床)

２７５床

(２７３床)

２８７床

(２８５床)

一般 

病棟 

６病棟 

１９３床 

(１９３床) 

６病棟

２０１床

(２０１床)

７病棟

２１３床

(２１３床)

７病棟

２２５床

(２２５床)

地域

包括

ケア

病棟 

１病棟 

４２床 

(４２床) 

１病棟

４２床

(４２床)

１病棟

４２床

(４２床)

１病棟

４２床

(４２床)

救命 

救急 

セン 

ター 

ＩＣＵ 

１０床 

(８床) 

ＨＣＵ 

１０床 

(１０床) 

ＩＣＵ

１０床

(８床)

ＨＣＵ

１０床

(１０床)

ＩＣＵ

１０床

(８床)

ＨＣＵ

１０床

(１０床)

ＩＣＵ

１０床

(８床)

ＨＣＵ

１０床

(１０床)

※（）内は稼働病床数 

ともに、感染症対策や医療従事者の確保に鑑み、地域

包括ケア病棟を一般床へ転換及び減床し、開設病床を

２５５床とした。 

診療科は、下表のとおり計画値を上回る２２診療科

を開設し、診療体制を維持した。 

 

 

 

 

 Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

診療科 

 

 

 

(診療 

科数) 

計画と同様の

診療科 

 

 

 

（２０科） 

耳鼻咽喉科 

病理診断科 

新規開設 

 

 

（２２科） 

前年と同様の

診療科 

 

 

 

（２２科） 

開設 

病棟 

２６７床

(２６５床)

２７３床

(２７１床)

２５５床 

(２３４床) 

一般 

病棟 

６病棟

 ２０５床

(２０５床)

６病棟

 ２０５床

(２０５床)

５病棟 

 ２２３床 

(２０７床) 

地域

包括

ケア

病棟 

１病棟

 ４２床

(４２床)

１病棟

 ４２床

(４２床)

廃止 

救命 

救急 

セン 

ター 

ＩＣＵ

  １０床

(８床)

ＨＣＵ

  １０床

(１０床)

ＩＣＵ

  １０床

(８床)

ＨＣＵ

  １０床

(１０床)

ＩＣＵ 

  １０床 

(８床) 

ＨＣＵ 

  １０床 

(１０床) 

脳卒中

専門

病棟 

ＳＣＵ

  ６床

(６床)

ＳＣＵ 

  １２床 

(９床) 

※（）内は稼働病床数 

 

「４」と評価した。 

 

3   業務運営の改善及び効率化に関する事項     ２  
 1  効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備     ２  

  (1) 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

医療環境の変化等に的確に対応できるように、理事

長のリーダーシップのもと適切な権限配分を行い、全

ての職員が目標を共有し、協力して目標を達成する仕

組みを確立するとともに、効率的かつ効果的な経営が

可能となる業務運営体制を整備すること。 
また、中期目標、中期計画及び年度計画に掲げる目

標を着実に達成できるよう、各部門責任者が診療デー

タを活用して、診療や業務、収支等について、目標設

定、実績把握、改善というマネジメントを実践し、進

捗管理を徹底すること。 
全ての職員が医療従事者としての自信と誇りを持っ

て地域の中核病院としての役割を果たしていけるよ

う、職員個々が経営状況を理解し、業務運営改善に参

画可能な体制を構築するなど、職員のモチベーション

を高めていくための取組を行うこと。 

効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

医療環境の変化等に的確に対応できるように、理事

長のリーダーシップのもと各部門責任者や院内委員会

等に明確な役割分担と適切な権限配分を行い、意思決

定を迅速かつ適切に行うことができる効率的かつ効果

的な業務運営体制を整備するとともに、全ての職員が

目標を共有し、協力して目標を達成する仕組みを確立

する。全ての職員が医療従事者としての自信と誇りを

持って地域の中核病院としての役割を果たしていける

よう、職員個々が経営状況を理解し、業務運営改善に

参画可能な体制を構築するなど、職員のモチベーショ

ンを高めていくための取組を行う。併せて、各部門ご

との取組や目標等を整理した経営健全化計画を策定

し、全ての職員が中長期的な経営の方向性を共有しな

がら、経営参画意識の向上を図り、収益の確保と費用

の合理化に向けた取組を行う。 

効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

医療環境の変化等に的確に対応できるように、理事長

のリーダーシップのもと、病院幹部で構成する執行部会

を毎朝開催し、経営等に関する重要課題を審議した。 

全ての職員が経営状況を共有し、中期目標を達成する

ため、理事長をはじめとする各部門責任者等で構成する

運営会議において、業務統計資料や各委員会報告を配付

し、目標達成に向けた進捗状況の把握や評価、職員の経

営意識の向上に努めるとともに、経営改善に向けた意識

の醸成を図り、経営効率の高い業務運営体制の構築に努

めた。 

千葉県、千葉大学医学部附属病院、外部有識者からな

る経営健全化会議等による検証を活用し、メディカルセ

ンターの現況等を踏まえたなかで、計画の着実な推進に

向けて、専門的知見から具体的な助言をいただくととも

に、具体的な取組みについて検討を行った。 

２ ２ ２ ２ ２ 当該小項目に関して

は、中期目標を十分に

は実施できていないこ

とが認められるため、

「２」と評価した。 

今後、職員個々が経営

状況を理解し、全職員

が経営に参画できる体

制をとることを期待す

る。 
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特に、研修等を通じて職員個々に病院経営に対する

意識を醸成させることに重点を置き、更なる経営改善

を図ること。また、事務部門の拡充などにより、目標

を着実に達成するための企画力・実行力を強化すると

ともに、経営効率の高い業務運営体制を構築するこ

と。 

また、中期目標、中期計画及び年度計画等に掲げる

目標を達成するため、メディカルセンター全体及び各

部門責任者がそれぞれのマネジメントを適切に行える

よう環境を整備する。 

特に、研修等を通じて職員個々に病院経営に対する

意識を醸成させることに重点を置き、更なる経営改善

を図る。また、事務部門の拡充などにより、目標を着

実に達成するための企画力・実行力を強化するととも

に、経営効率の高い業務運営体制を構築する。 

これらのことを効率的かつ効果的に推進するため、

理事長を筆頭とする各部門責任者等で構成する幹部会

議により、十分な議論や検討、意識の共有を行い、メ

ディカルセンター全体が一丸となって取り組む。 

なお、定期的な経営改善状況の確認や助言をいただ

く組織として、外部有識者を含めた経営健全化会議を

設置する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

各部門責任者からのヒアリ

ング 
２回/年 

職員を対象とした運営状況

の説明会開催回数 
２回/年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

１回 実施なし 実施なし 

１回 ２回 実施なし 

  (2) 人員配置の弾力的運用 

患者動向や業務量に応じて人員配置を弾力的に行う

ことで、時間外勤務の削減を図るなど、人員体制及び

業務の効率化を実現すること。 
また、必要に応じて医療機関との人事交流を検討す

るなど、適正な人員配置を行うこと。 

人員配置の弾力的運用 

患者動向や業務量の変化に柔軟かつ迅速に対応でき

るように、必要に応じて医師、看護師、事務職員等の

人員体制の見直しなどにより業務の効率化を実現す

る。 

また、効率的な業務運営を実施するため、適正な人

員配置及び勤務時間の実現に努める。なお、職員のス

キルアップも考慮し、必要に応じて他の医療機関等と

の人事交流等を検討する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

時間外勤務時間の削減 
平成２９年度比 

１０％以上削減 
 

人員配置の弾力的運用 

必要に応じて医師や看護師及び事務職員等の人員配置

の見直しを行うとともに、医師事務作業補助者及び看護

補助者等の配置により、医師や看護師等の業務負担の軽

減を図り、効率的な業務運営体制の構築に努め、時間外

勤務時間の削減を推進した。 

  

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

１２％減 ９．５％減 １０．４％減 

  

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

  (3) 人事評価制度の導入 

職員のモチベーションの向上と組織の活性化を図る

ため、職員の勤務実績等が適正に評価される人事評価

制度の導入を図ること。 

人事評価制度の導入 

職員のモチベーションの向上と組織の活性化を図る

ため、職員の自己点検・自己評価が反映され、勤務実

績や能力、組織への貢献度が適正に評価される人事評

価制度を段階的に導入する。 

人事評価制度の導入 

評価をもとにした最適な人事配置による組織の活性化

と業績及び職員のモチベーションの向上、人材育成等を

図るため、職員の自己点検・自己評価が反映され、勤務

実績や能力等が適正に評価される人事評価制度を導入す

るための検討を進めた。 

 

２ ２ ２ ２ ２ 当該小項目に関して

は、中期目標を十分に

は実施できていないこ

とが認められるため、

「２」と評価した。 

人事評価制度の導入に

ついて、進捗が図れて

いないので、今後、導

入することを期待す

る。 

  (4) 外部評価 

① 病院経営等の専門家の活用 
中期目標、中期計画及び年度計画に掲げる目標を着

実に達成できるよう、外部からの病院経営等の専門家

による検証を活用し、進捗管理を徹底すること。 

外部評価 

① 病院経営等の専門家の活用 

中期目標、中期計画及び年度計画等に掲げる目標を

着実に達成できるよう、経営健全化会議等による検証

を活用し、計画の進捗管理を徹底する。 

外部評価 

① 病院経営等の専門家の活用 

経営健全化会議による検証を活用し、メディカルセ

ンターの現況等を踏まえたなかで、専門的知見から具

体的な助言をいただいた。 

２ ３ ２ ２ ２ 当該小項目に関して

は、中期目標を十分に

は実施できていないこ

とが認められるため、

「２」と評価した。 
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特に、経常収支・資金収支、医療体制、医療需要、

診療報酬上の加算措置や施設基準の取得状況、及びＤ

ＰＣ／ＰＤＰＳ（診断群分類別包括支払制度）におけ

る医療機関別係数等に対する技術的な支援、そして職

員への個別ヒアリング等の結果を踏まえ、必要な見直

しを適宜行うこと。 
② 監査の活用 
監査によって指摘を受けた事項については、必要な

見直しを適宜行うこと。 
 

③ 病院機能評価等の活用 
病院機能評価等の評価項目による検証を行い、病院

運営の改善を適宜行うこと。 
 
 

④ 住民意見の活用 
地域住民からの意見を病院運営に反映させるため、

地域住民から意見を収集する仕組みを整備し、その活

用を図ること。 

特に、経常収支・資金収支、医療体制、医療需要、

診療報酬上の加算措置や施設基準の取得状況、及びＤ

ＰＣ／ＰＤＰＳ（診断群分類別包括支払制度）におけ

る医療機関別係数等に対する技術的な支援、そして職

員への個別ヒアリング等の結果を踏まえ、必要な見直

しを適宜行う。 

② 監査の活用 

監査によって指摘を受けた事項については、必要な

見直しを適宜行うとともにその結果を公表する。 

 

③ 病院機能評価等の活用 

組織的に医療を提供するための基本的な活動や機能

を適切に実施しているかを検証するため、病院機能評

価等の評価項目による検証を行い、病院運営の改善を

適宜行う。 

④ 住民意見の活用 

住民意見を病院運営に反映させるため、患者満足度

調査等の定期的なアンケートや意見箱を設置するなど

地域住民から意見を収集する仕組みを整備し、それら

を活用する。 

経常収支・資金収支、医療需要の分析に基づく医療

の提供体制、診療報酬上の加算措置や施設基準の取得

状況及びＤＰＣ／ＰＤＰＳ（診断群分類別包括支払制

度）における医療機関別係数への対策などについて

は、必要な見直しを適宜行った。 

 

② 監査の活用 

内部統制システムの整備に向けた体制の構築を進め

た。監査によって指摘を受けた事項があれば必要な見

直しを適宜行うこととしている。 

③ 病院機能評価等の活用 

安全で安心な医療が受けられるよう、医療の質と安

全の向上、信頼される医療の確保を目的として、病院

機能評価等の評価項目の活用について検討した。 

 

④ 住民意見の活用 

患者サービス向上委員会を中心に、患者満足度調査

の実施や意見箱の設置などにより現状の把握に努め、

内容を検討するとともに医療現場に提供するなど、地

域住民から意見を収集・活用する仕組みを整備した。 

 

 

 2  人材の確保 人材の確保 人材の確保     ３  

  (1) 千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床教育セ

ンターとの連携 

千葉大学との協定によりメディカルセンター内に設

置した千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床

教育センターと連携し、指導医による安定的な診療体

制の整備を図ること。 

千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床教育セ

ンターとの連携 

千葉大学との協定によりメディカルセンター内に設

置した千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床

教育センターと連携し、指導医等による安定的な教

育・診療体制を整備する。 

千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床教育セン

ターとの連携 

千葉大学との協定によりメディカルセンター内に設

置した千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床

教育センターと連携し、指導医による診療及び医師の

教育・養成を行う体制を維持した。 

 

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

  (2) 医師の確保 

優秀な医師を確保し高度急性期医療水準の維持を図

るため、臨床研修指定病院として、千葉大学医学部附

属病院東金九十九里地域臨床教育センターと連携し、

メディカルセンターが有する人材・施設設備を活かし

た魅力的な研修プログラムの充実を図り、臨床研修医

の確保及び育成を積極的に行うこと。 

医師の確保 

優秀な医師を確保し高度急性期医療水準の維持を図

るため、臨床研修指定病院として、千葉大学医学部附

属病院東金九十九里地域臨床教育センターと連携し、

メディカルセンターが有する人材・施設設備を活かし

た魅力的な研修プログラムの充実を図り、臨床研修医

の確保及び育成を積極的に行う。 

また、今後、メディカルセンターにおいて強化する

必要がある医療機能を踏まえ、積極的に医師の採用活

動を行う。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

医師数 ５９人 

臨床研修医の受入数 ５人/年 
 

医師の確保 

千葉大学医学部附属病院東金九十九里地域臨床教育

センター等と連携し、診療規模に見合った医師数を確

保するとともに、千葉大学医学部附属病院等の臨床研

修協力病院として臨床研修医の受入を積極的に行っ

た。 

令和２年度には、メディカルセンターを基幹施設と

する新専門医制度専門研修プログラム（内科領域）の

承認を受けた。 
 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

５３人 ５６人 ６１人 

８人 ７人 １６人 

  

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

  (3) 看護師の確保 

質の高い看護を提供するとともに、円滑な病棟の開

棟を実現するため、看護師の採用活動や定着対策を強

化し、看護師の確保・定着を図るとともに、看護学生

の実習を積極的に受け入れ、地域における看護師の育

成に寄与すること。 

看護師の確保 

質の高い看護を提供するとともに、円滑な病棟の開

棟を実現するため、就職説明会の開催、採用試験の複

数回実施、広告掲載、奨学金制度等による新規採用者

の確保及び研修体制や労働条件等の充実による看護師

の定着により、入院基本料１（７：１）に対応する看

護師配置基準を堅持したなかで、計画的に看護師を確

看護師の確保 

看護師の確保対策、定着化に取り組み、入院基本料

１（７：１）に対応する看護師配置基準を堅持した中

で、看護師確保を推進した。 

メディカルセンター看護師奨学金制度による看護師

養成機関学生への奨学金を支給しており、看護師の確

保につながっている。 

３ ４ ４ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

看護師離職率が 15.8％

であり、県平均を上回
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保する。 

また、城西国際大学等の看護師養成機関からの看護

学生の実習を積極的に受け入れ、地域における看護師

の育成に寄与するとともに、卒業後のメディカルセン

ターへの就職希望者を確保する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

看護師数 ２７０人

看護師離職率 １０％以下

看護師育成機関からの実習受入 ４機関／年
 

城西国際大学等の看護師養成機関からの看護学生の

実習を積極的に受け入れたが、新型コロナウイルス発

生後は、感染症対策として受入を制限した。 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

２４９人 ２７３人 ２９３人 

１２．２％ １２．５％ １５．８％ 

５機関 ３機関 １機関 

  

っていることから、看

護師確保だけでなく、

定着への対策も必要で

あると捉える。看護職

のみでなく、職員が働

き続けられる職場環境

づくりに取り組むこと

を期待する。 

 3  人材育成 人材育成 人材育成     ３  

   医療に関する専門性・安全性、患者に対する接遇、

業務効率性など部門、職種及び階層に応じた役割を果

たせる人材を育成することが重要である。 
そのためには、部門、職種及び階層に応じて専門性

と医療技術の向上を図るために必要な資格の取得等を

促進し、病棟や手術室等の施設設備が十分に活用でき

るよう必要な人材の確保及び育成をすること。 
また、病院経営や医療事務等の事務に精通した職員

の確保及び育成に努め、医療制度や医療環境の変化等

に的確に対応できるよう体制を強化すること。 

地域の中核病院として十分に機能するため、部門、

職種及び階層に応じて年度毎に研修計画を策定し、学

会、研究会及び研修会への参加と職務上必要な資格の

取得を計画的に促進し、病院経営を効率的かつ戦略的

に行える経営感覚に優れた職員や医療法規に精通した

職員を育成する。 

医師については、各分野の認定専門医、看護師につ

いては、専門看護師、認定看護師等の資格取得を促進

するとともに、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技

師等の医療技術職についても、専門性と医療技術の向

上に向けた研修制度を導入する。 

事務職員については、診療情報管理士等の必要な資

格取得を促進する。 

また、病院経営や医療事務等の事務に精通した職員

の確保及び育成に努め、医療制度や医療環境の変化等

に的確に対応できるよう体制を強化する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

研修会等参加者数 １００人/年 
 

医師については、各分野の認定専門医、看護師につい

ては、専門看護師、認定看護師等の資格取得を促進する

とともに、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師等の

医療技術職についても、教育・研修に努め、継続的に地

域における医療の質の向上を図り、学会や研究会、研修

会への参加及び資格取得を推進した。 

また、病院経営や医療事務等に精通した職員の確保及

び継続的な育成に努め、医療制度や医療環境の変化等に

的確かつ速やかに対応できるよう体制強化に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

延７６０人 １３２人 ４５人 

  

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

 4  働きやすい職場環境の整備 働きやすい職場環境の整備 働きやすい職場環境の整備     ３  

   職員一人ひとりが業務に精励できるように、定期的

に職員を対象とした満足度調査やメンタルヘルスケア

を実施するなど、働きやすい職場環境を整備するこ

と。 
また、職員が安心して働くことができるよう勤務環

境の改善に努めるなど、ワーク・ライフ・バランスを

とりやすい多様な勤務形態を整備すること。 

職員一人ひとりが業務に精励できるように、定期的

に職員を対象とした満足度調査やメンタルヘルスケア

を実施するなど、働きやすい職場環境を整備するとと

もに、職員が安心して働くことができるよう勤務環境

の改善に努めるなど、職員のワーク・ライフ・バラン

スに配慮した各種制度等を整備する。 

具体的には、医師・看護師宿舎及び院内保育所の運

営、医師・看護師等の負担軽減に配慮した事務補助員

の配置、育児短時間勤務制度等の育児中の職員に配慮

した制度の整備、職員の休暇取得の促進等の取組を進

める。 

 

働き方改革を推進し、職員の健康の保持と増進を図

り、ワーク・ライフ・バランスの推進に努めた。また、

健康面や職場での悩みごと等の相談に対応するため、産

業医や外部相談員の活用を推進した。 

宿舎や院内保育所の運営を維持するとともに、育児短

時間勤務制度等の取得に配慮し、職員ニーズに合わせた

勤務形態及び人員配置に努め、職員の休暇取得の促進等

の取組みを推進した。 

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

職員の健康の保持増

進、ワークライフバラ

ンスの推進について、

具体的に取り組んだ事

項を記載することを期

待する。 

 5  職員給与の原則 職員給与の原則 職員給与の原則     ２  

   職員の給与は、当該職員の勤務成績と法人の業務実

績を反映させたものとするとともに、社会一般の情勢

に適合したものとすること。 

職員の給与については、診療報酬改定等のメディカ

ルセンターを取り巻く状況と業務実績を踏まえ、弾力

的かつ職員の定着を促進するよう給与制度の見直しを

必要に応じて行う。 

職員の給与については、診療報酬改定等のメディカル

センターを取り巻く状況と業務実績を踏まえ、弾力的か

つ職員の定着を促進するよう、給与制度の見直しに向け

た体制整備を進めた。 

３ ３ ３ ２ ２ 当該小項目に関して

は、中期目標を十分に

は実施できていないこ

とが認められるため、
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 「２」と評価した。 

関係規程外の支給が認

められたため、給与制

度の見直しに向けた体

制整備を進めることを

期待する。 

4   財務内容の改善に関する事項     ２  
 1  健全な経営基盤の確立 健全な経営基盤の確立 健全な経営基盤の確立     ２  

  (1) 健全な経営基盤の確立 

権限と責任を明確化した組織運営と組織全体がコス

ト意識を持った経営を行うとともに、メディカルセン

ターが有する人材・施設設備を最大限に活用し、経常

収支・資金収支の改善を図り経営を安定させるための

あらゆる方策を講じることにより、将来にわたって公

的な役割を果たすことができる安定的な経営基盤の確

立を図ること。特に、「公立病院改革の推進について

（平成２７年３月３１日総財準第５９号総務省自治財

政局長通知）」に規定する「新公立病院改革ガイドライ

ン」を踏まえ、平成３２年度までに経常収支比率１０

０％以上が達成できるよう、経営の健全化に向けた具

体的な方策の策定や経営指標に関する数値目標の設定

など必要な措置を講じること。 
また、全ての職員が中長期的な経営の方向性を共有

しながら、経営参画意識の向上を図り、収益の確保と

費用の合理化に向けた取組を行い、経営改善を図るこ

と。 
なお、医療制度や医療環境の変化等に際しては、そ

の内容を十分に考慮した上で的確に対応すること。 

健全な経営基盤の確立 

権限と責任を明確化した組織運営と組織全体がコス

ト意識を持った経営を行うとともに、メディカルセン

ターが有する人材・施設設備を最大限に活用し、経常

収支・資金収支の改善を図り経営を安定させるための

あらゆる方策を講じることにより、将来にわたって公

的な役割を果たすことができる安定的な経営基盤を確

立する。具体的には、各部門ごとの取組や目標等を整

理した経営健全化計画を策定し、全ての職員が中長期

的な経営の方向性を共有しながら、経営参画意識の向

上を図り、収益の確保と費用の合理化に向けた取組を

行うことなどにより経営を改善する。 

また、平成３２年度までに経常収支比率１００％以

上が達成できるよう、経営の健全化に向けた具体的な

方策の策定や経営指標に関する数値目標の設定など必

要な措置を講じる。 

なお、医療制度や医療環境の変化等に際しては、そ

の内容を十分に考慮した上で的確に対応する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

各部門責任者からのヒアリ

ング（再掲） 
２回/年 

職員を対象とした運営状況

の説明会開催回数（再掲）
２回/年 

経常収支比率 １００．０％

医業収支比率 ９６．５％
 

健全な経営基盤の確立 

理事長のリーダーシップのもと、法人運営の基盤とな

る理事会や、経営等に関する重要課題を審議する執行部

会、理事長をはじめとする各部門責任者等で構成する運

営会議等を定期的に開催し、年度計画等の達成状況の進

捗管理を行うことで、進捗状況の把握や評価に努め、全

ての職員が目標を共有し、協力して目標を達成するため

の仕組みの構築を推進し、収益の確保と費用の合理化に

よる経営改善に努めた。 

 経常収支比率については、平成３０年度に県からの追

加財政支援（３０億円）により１００％を超えたが、当

該支援を除いた場合は８６．２％となり、中期目標期間

を通じて目標の達成には至らなかった。 

 

 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

１回 実施なし 実施なし 

１回 ２回 実施なし 

※１１９．９％ ８６．６％ ９８．１％ 

８３．７％ ８４．２％ ８１．７％ 

※センターの経営の健全化に要する経費３，０００百万円

を含む。 

 

２ ２ ２ ２ ２ 当該小項目に関して

は、中期目標を十分に

は実施できていないこ

とが認められるため、

「２」と評価した。 

今後、経営改善を図る

ため、費用対効果を常

に考えながら運営する

ことを期待する。 

  (2) 経営情報システムの整備 

健全で効率的な経営を確立するために、経営判断や意

思決定に資する有効な経営情報システムを活用し、メ

ディカルセンターの業務全般について最適化を図るこ

と。 

経営情報システムの整備 

健全で効率的な経営を確立するために、経営判断や

意思決定に資する有効な経営情報システムを活用し、

メディカルセンターの業務全般について最適化する。 

経営情報システムの整備 

財務会計システム等の活用を推進するとともに、運営

会議や内部イントラネットによる情報共有等により、役

員と職員の相互において情報が伝達される仕組みを整備

し、効果的な業務運営に努めた。 

 

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

 2  収益の確保と費用の合理化 収益の確保と費用の合理化 収益の確保と費用の合理化     ２  

  (1) 収益の確保 

① 入院収益・外来収益の確保 
医療環境の変化等に的確に対応するとともに、適正

な病床管理による病床稼働率の向上及び高度医療機器

の利用の向上による収益の確保を図ること。特に、地

域医療機関との連携を重視することにより、入院患者

収益の確保 

① 入院収益・外来収益の確保 

医療環境の変化等に的確に対応するとともに、適正

な病床管理による病床稼働率の向上及び高度医療機器

の利用の向上により収益を確保する。特に、患者の流

出が多い医療圏であることから、地域医療機関との連

収益の確保 

① 入院収益・外来収益の確保 

医師や看護師等の確保の取組を継続するとともに、診

療報酬改定や健康保険法等の改正に的確かつ迅速に対処

し、７対１入院基本料を堅持することで医療提供体制の

整備を図り、収益の確保に努めた。 

３ ４ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

今後、未収金に対する
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及び外来患者を適正に確保するとともに、それに伴う

手術患者の確保を図ること。 
また、診療報酬について適切に算定する仕組みを構

築すること。 
ＤＰＣ／ＰＤＰＳ（診断群分類別包括支払制度）に

おける医療機関別係数の検証に基づき、効率的な医療

の提供を通じて収益の確保を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 診療報酬改定への対応 
診療報酬や医療制度の改定に基づいた医療提供体制

の整備を迅速かつ適切に行い、収益の確保を図るこ

と。 
また、診療報酬上の加算措置や施設基準の取得につ

いて検討するとともに、診療報酬の請求漏れや査定減

の防止、未収金の発生防止と早期回収を図ること。 
 

③ 保険外診療収益の確保 
疾病予防や生活習慣病の早期発見を推進するため、

保健福祉を担う自治体担当部局や医師会と連携を図

り、保険外診療収益の確保を図ること。 
 

携を重視することにより、診療圏の拡大や重症患者を

はじめとする入院患者及び外来患者を適正に確保する

とともに、それに見合った手術患者を確保する。 

診療報酬については、必要に応じて外部委託による

知識やノウハウのある人材の活用を検討するなど、請

求漏れや査定による減額や返戻の防止の徹底を含め

て、適切に算定・請求する仕組みを構築する。また、

診療報酬上の加算措置や施設基準の取得について検討

するとともに、未収金の発生防止と早期回収を徹底す

る。ＤＰＣ／ＰＤＰＳ（診断群分類別包括支払制度）

における医療機関別係数の検証に基づき、効率的な医

療の提供を通じて収益を確保する。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

経常収益 ８，５９７百万円

入
院

病床稼働率 

(対稼働病床) 
８５．０％

平均患者数 ２４１．５人／日

診療報酬単価 ６６，１８４円

平均在院日数 １０．０日

外
来

平均患者数 ４１５．０人／日

診療報酬単価 １２，０００円

手術件数 ２，０００件/年

高度医療機器利用件数 対前年度増

 

 

② 診療報酬改定への対応 

診療報酬や医療制度の改定に基づいた医療提供体制

の整備を迅速かつ適切に行い、収益を確保する。 

また、診療報酬上の加算措置や施設基準の取得につ

いて検討するとともに、診療報酬の請求漏れや査定に

よる減額や返戻の防止、未収金の発生防止と早期回収

を徹底する。 

 

③ 保険外診療収益の確保 

疾病予防や生活習慣病に対する早期発見を推進する

ため、保健福祉を担う自治体担当部局や医師会と連携

を図り、保険外診療収益を確保する。 

診療報酬の請求漏れや査定による減額の防止、新たな

未収金の発生防止等について改善の取組を進めた。 

平成３０年４月よりＤＰＣ制度へ移行し、効率的な医

療の提供による収益の確保に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

※１０，６６０百万円 ８，１７６百万円 ９，３４０百万円 

８７．７％ ８７．６％ ８１．４％ 

２２８．８人 ２３６．６人 ２１２．４人 

６５，３８０円 ６７，９１９円 ７８，２８５円 

１２．１日 １２．０日 １２．３日 

４２０．５人 ４２８．０人 ３７０．６人 

１２，０５１円 １２，９７７円 １４，２７０円 

２，１１５件 ２，２６７件 ２，０６１件 

３７．１％増 ０．７％増 ９．４％減 

※センターの経営の健全化に要する経費３，０００百万円

を含む。 

② 診療報酬改定への対応 

診療報酬改定以前より情報収集を行い、迅速に診療報

酬の改定に対応した。 

診療報酬上の加算措置や施設基準の取得については、

センターのもつ医療資源を最大限活用するとともに費用

対効果等を検討したうえで実施した。 

診療報酬の請求漏れや査定による減額の防止、新たな

未収金の発生防止等について改善の取組を進めた。 

③ 保険外診療収益の確保 

地域医療機関との役割分担を明確にしたうえで、予防

接種や健診等による保険外診療収益の確保を図った。 

 

改善の取組を進めるこ

とを期待する。 

  (2) 費用の合理化 

予算科目や年度間で弾力的に運用できる会計制度を

活用した予算執行により徹底したコスト管理と原価計

算を行うとともに、職員のコスト意識の向上を図るこ

と。 
透明性、公平性の確保に十分留意した上での複数年

契約、複合契約等多様な契約手法の導入、効果的な人

員配置、外部委託の活用により費用の合理化を図るこ

と。 
また、薬品、診療材料の調達コストの見直しや在庫

費用の合理化 

中期的視点で予算編成を行い、予算科目や年度間で

弾力的に運用できる地方独立行政法人の会計制度の特

性を活かした効率的な予算執行により徹底したコスト

管理を行うとともに、職員のコスト意識を向上させ

る。 

具体的には、透明性、公平性の確保に十分留意しつ

つ民間病院の取組を参考に既存の外部委託等の見直し

や複数年契約、複合契約等の多様な契約手法の導入、

必要に応じた外部委託の活用などにより費用を合理化

費用の合理化 

予算科目や年度間で弾力的に運用できる地方独立行政

法人の会計制度の特性を生かした予算執行を行うととも

に、徹底したコスト管理による職員のコスト意識の向上

に努めた。 

材料費比率については、ほぼ計画値となったが、経費

比率、給与比費率については、計画の達成には至らなか

った。 

ジェネリック医薬品については、採用促進に継続的に

取組み、センターの費用削減及び患者の負担減を図り、

２ ２ ２ ２ ２ 当該小項目に関して

は、中期目標を十分に

は実施できていないこ

とが認められるため、

「２」と評価した。 
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管理を適正に行うとともに、ジェネリック医薬品を積

極的に採用し、費用の削減を図ること。 

する。 

薬品、診療材料の調達コストの見直しや在庫管理を

適正に行い院内在庫を必要最小限に抑えるとともに、

ジェネリック医薬品を積極的に採用し、費用を節減す

る。 

 また、患者動向や業務量の変化に柔軟かつ迅速に対

応できるように、必要に応じて医師、看護師、事務職

員等の人員体制の見直しなどにより業務の効率化を実

現する。 

なお、原価計算については、合理的な根拠を検証

し、導入に向けた調整を行う。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

経常費用 ８，４８８百万円

医業収益対材料費率 ２３．９％

医業収益対経費率 １９．１％

医業収益対職員給与費率 ６１．７％

ジェネリック医薬品使用率 ８０．０％
 

中期目標期間の実績では、全て計画値を達成した。 

 原価計算については、導入に向けて継続的に研究する

こととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

８，８８８百万円 ９，４４３百万円 ９，５２１百万円 

２４．２％ ２３．７％ ２４．１％ 

２４．９％ ２７．２％ ２６．１％ 

６４．５％ ６３．４％ ６８．９％ 

８６．６％ ８７．１％ ８８．５％ 

  

  (3) 経常収支・資金収支の進捗管理 

経常収支・資金収支については、月単位で詳細な財

務分析を行い、進捗管理を徹底すること。 

経常収支・資金収支の進捗管理 

経常収支・資金収支については、月単位で詳細な財

務分析を行い、進捗管理を徹底する。 

経常収支・資金収支の進捗管理 

経常収支、資金収支について、月単位で進捗管理を徹

底するとともに、執行部会及び運営会議に報告し、計画

の確実な実施に向けて改善点や取組みについて検討及び

意思決定することにより計画の達成に努めた。 

 

３ ３ ３ ２ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

5   その他業務運営に関する重要事項     ３  
 1  財政負担の原則 財政負担の原則 財政負担の原則       

   法人運営は独立採算が原則であるが、設立団体が負

担する政策医療の分野等に係る運営費負担金について

は旧組合立国保成東病院運営費負担金の額を基準とす

るので、設立団体の住民の負担により支出されている

ことを十分に認識した上で、中期計画に適切に計上す

るとともにその内訳を明らかにすること。 
なお、その他業務の財源に充てるために必要な運営

費交付金の計上に当たっては、あらかじめ協議するこ

と。 
また、設立団体からの長期借入金を財源とした医療

機器の整備については、設立団体の財政負担を伴うこ

とを十分に考慮した上で、投資効果、地域の医療需

要、医療技術の進展等を総合的に勘案し、中長期的な

投資計画を策定の上、計画的な整備、更新を行うとと

もに、その効果的な活用を図ること。 

運営費負担金等（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第８５条第１項に基づき設立団体が

負担すべき経費及び同法第４２条に基づき設立団体が

交付できる金額をいう。以下同じ。）は、「地方独立

行政法人法等の施行に係る公営企業型地方独立行政法

人の取扱いについて（平成１６年４月１日総財公第３

９号総務省自治財政局公営企業課長通知）」中、「第

一 設立団体が負担すべき経費等について」に定めら

れた基準により、救急医療、災害時医療等の政策医療

に係る経費及び高度医療、小児医療、周産期医療等の

不採算経費に充てる。 

なお、長期借入金等元利償還金に充当する運営費負

担金等については、経常費助成のための運営費負担金

等とする。 

また、設立団体からの長期借入金を財源とした医療

機器の整備については、設立団体の財政負担が伴うこ

とを十分に考慮した上で、投資効果、地域の医療需

要、医療技術の進展等を総合的に勘案し、中長期的な

投資計画を策定の上、計画的な整備、更新を行うとと

もに効果的に活用する。 

・財政負担の原則のとおり不採算経費に充当した運営 

費負担金の額 

 Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

総 額 

東金市 

九十九里町 

５６０百万円

４２７百万円

１３３百万円

６２２百万円

４７３百万円

１４９百万円

６０３百万円 

４６０百万円 

１４３百万円 

 

・長期借入金等元利償還金に充当した運営費負担金の額 

 Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

総 額 

東金市 

九十九里町 

２５０百万円

１９７百万円

５３百万円

２０５百万円

１６４百万円

４１百万円

１８３百万円 

１４８百万円 

３５百万円 

 

・設立団体からの長期借入金を財源とした医療機器の整

備の額 

 Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

総 額 

東金市 

九十九里町 

該当なし 

１１２百万円

８３百万円

２８百万円

該当なし 

  

      

 2  地域に対する広報 地域に対する広報 地域に対する広報     ３  
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   メディカルセンターの理念や役割を広報し、地域住

民の理解を深めること。 
また、地域医療連携室の取組を強化し、公開講座の

開催や広報紙、ホームページ、また公共施設や商業施

設等を通じて、積極的に保健医療情報の発信や普及啓

発を行うこと。 
特に、地域の医療提供体制や医療機関の適正な利用

等についてわかりやすい普及啓発を行うこと。 

地域医療連携室の体制強化により地域連携を推進す

るとともに、ホームページの機能の強化、広報紙の発

行、公開講座の開催、公共施設や商業施設等を通じた

情報発信等により、メディカルセンターの理念や役

割、地域医療機関との役割分担をはじめとした病院運

営に関する適切な情報を提供することで、その普及啓

発を行う。 

 関連する数値目標  

事  項 計画値 

広報紙発行回数（再掲） ４回/年 

公開講座開催回数（再掲） １０回/年 
 

広報紙（東千葉メディカルセンターNEWS）を発行す

るとともに、ホームページのリニューアル及びコンテ

ンツ管理システム（ＣＭＳ）を導入し、情報発信の強

化に努めるとともに、公開講座の開催や設立団体のイ

ベントへの参加など、メディカルセンターの理念や役

割をはじめとした病院運営に関する適切な情報を提供

することで、その普及啓発を図った。 

 実績  

Ｈ３０ Ｈ３１(Ｒ１) Ｒ２ 

 ２回 ２回 ３回 

１０回 ７回 ２回 

  

３ ３ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

 3  ボランティアとの協働 ボランティアとの協働 ボランティアとの協働     ３  

   ボランティア活動がしやすい環境をつくり、ボラン

ティアとの協働による多様なサービスの向上に努める

こと。 
また、地域からのボランティアを積極的に受け入

れ、地域との交流を深めること 

多様なサービス向上につながる地域のボランティア

との協働体制の構築を検討する。また、センタープラ

ザや病院敷地内のスペース等を活用し、ボランティア

によるイベント等を開催する。 

また、地域からのボランティアを募集し、地域との

交流を深める。 

多様なサービス向上につながる院内ボランティアの活

用について検討した。 

地域のボランティアとの協働体制による環境美化を実

施した。また、ボランティアによるセンタープラザ等の

病院敷地内スペースを活用したミニコンサートや演奏会

等を開催したが、新型コロナウイルス発生後は感染症対

策の一環として実施を取りやめた。 

 

３ ２ ３ ３ ３ 当該小項目に関して

は、中期目標を予定ど

おりに実施しているこ

とが認められるため、

「３」と評価した。 

 


